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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成20年２月４日に提出しました第65期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に

誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けており、その監査報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

１　業績等の概要

(1）業績

２　生産、受注及び販売の状況

(1）建設事業における受注工事高及び施工高の状況

７　財政状態及び経営成績の分析

(2）財政状態

(3）経営成績

第５　経理の状況

２　財務諸表等

(1）財務諸表

①　貸借対照表

②　損益計算書

③　キャッシュ・フロー計算書

④　利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

会計方針の変更

注記事項

（貸借対照表関係）

（税効果会計関係）

（１株当たり情報）

(2）主な資産及び負債の内容

(1）資産の部

(ハ）完成工事未収入金

(2）負債の部

(ロ）工事未払金

(ハ）未成工事受入金

 

３【訂正箇所】

　訂正箇所は　　　を付して示しております。
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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

（提出会社の状況）

（訂正前）

回　次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成19年３月

売上高 (百万円) 86,463 78,510 76,720 77,589 81,700

経常利益 (百万円) 201 581 905 694 △1,523

当期純損益 (百万円) △6,877 360 △9,215 110 △1,537

省　略

純資産額 (百万円) 1,789 2,378 5,299 4,637 3,144

総資産額 (百万円) 88,573 73,020 63,195 53,975 58,268

１株当たり純資産額 (円) 40.49 53.83 △151.78△166.88△191.62

省　略

１株当たり当期純損益 (円) △155.50 8.17 △208.66 2.51 △34.69

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 0.81 ―

自己資本比率 (％) 2.0 3.3 8.4 8.6 5.4

自己資本利益率 (％) ― 17.32 ― 2.25 ―

株価収益率 (倍) ― 16.65 ― 125.91 ―

省　略
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（訂正後）

回　次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成19年３月

売上高 (百万円) 86,463 78,510 76,720 77,677 81,622

経常利益 (百万円) 201 581 905 782 △1,610

当期純損益 (百万円) △6,877 360 △9,215 199 △1,624

省　略

純資産額 (百万円) 1,789 2,378 5,299 4,725 3,146

総資産額 (百万円) 88,573 73,020 63,195 54,066 58,277

１株当たり純資産額 (円) 40.49 53.83 △151.78△164.88△191.58

省　略

１株当たり当期純損益 (円) △155.50 8.17 △208.66 4.51 △36.65

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 1.45 ―

自己資本比率 (％) 2.0 3.3 8.4 8.7 5.4

自己資本利益率 (％) ― 17.32 ― 4.01 ―

株価収益率 (倍) ― 16.65 ― 70.02 ―

省　略
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

（訂正前）

(1）業績

（省略）

　受注高については、建築工事の官公庁工事並びに民間工事がともに前事業年度より増加したことにより、843億31百万円

（前事業年度比10.5％増）となった。建築・土木別の内訳は、建築工事80.4％、土木工事19.6％、また、発注者別内訳は、官

公庁工事24.9％、民間工事75.1％である。

　売上高については、建設事業の完成工事高808億38百万円（前事業年度比5.8％増）と不動産事業等売上高８億61百万円

（前事業年度比28.6％減）をあわせた総売上高は817億円（前事業年度比5.3％増）となった。完成工事の建築・土木別内

訳は、建築工事81.8％、土木工事18.2％である。

　この結果、建設事業における次年度への繰越高は700億93百万円（前事業年度比5.2％増）となった。

　利益については、本計画の基本方針であります総合一貫管理の継続と徹底を鋭意遂行してきたが、価格競争の激化によ

り、経常損失は15億２千３百万円となり、誠に遺憾ながら15億３千７百万円の当期純損失となった。

 

（訂正後）

(1）業績

（省略）

　受注高については、建築工事の官公庁工事並びに民間工事がともに前事業年度より増加したことにより、843億31百万円

（前事業年度比10.5％増）となった。建築・土木別の内訳は、建築工事80.4％、土木工事19.6％、また、発注者別内訳は、官

公庁工事24.9％、民間工事75.1％である。

　売上高については、建設事業の完成工事高807億60百万円（前事業年度比5.6％増）と不動産事業等売上高８億61百万円

（前事業年度比28.6％減）をあわせた総売上高は816億円（前事業年度比5.0％増）となった。完成工事の建築・土木別内

訳は、建築工事81.8％、土木工事18.2％である。

　この結果、建設事業における次年度への繰越高は700億83百万円（前事業年度比5.4％増）となった。

　利益については、本計画の基本方針であります総合一貫管理の継続と徹底を鋭意遂行してきたが、価格競争の激化によ

り、経常損失は16億１千万円となり、誠に遺憾ながら16億２千４百万円の当期純損失となった。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（訂正前）

(1）建設事業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期　別 工事別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高

当期
施工高
(百万円)

手持工事高
(百万円)

うち施工高

比率
(％)

金額
(百万円)

前事業年度
(自平成17年

４月１日
至平成18年

３月31日)

建築 48,78461,454110,23859,72150,51721.210,68562,253

土木 17,88114,86232,74416,66116,08328.5 4,59015,271

計 66,66676,317142,98376,38266,60022.915,27577,524

当事業年度
(自平成18年

４月１日
至平成19年

３月31日)

建築 50,51767,763118,28066,12552,15518.5 9,64465,084

土木 16,08316,56832,65114,71317,93721.3 3,81813,942

計 66,60084,331150,93280,83870,09319.213,46379,027

 

③　売上高

イ　完成工事高

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

建築工事 6,665 53,055 59,721

土木工事 12,613 4,047 16,661

計 19,279 57,103 76,382

当事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

建築工事 5,854 60,270 66,125

土木工事 8,986 5,727 14,713

計 14,841 65,997 80,838

 

④　手持工事高（平成19年３月31日現在）

区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

建築工事 10,199 41,955 52,155

土木工事 13,201 4,736 17,937

計 23,400 46,692 70,093
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（訂正後）

(1）建設事業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期　別 工事別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高

当期
施工高
(百万円)

手持工事高
(百万円)

うち施工高

比率
(％)

金額
(百万円)

前事業年度
(自平成17年

４月１日
至平成18年

３月31日)

建築 48,78461,454110,23859,80950,42821.210,68562,341

土木 17,88114,86232,74416,66116,08328.5 4,59015,271

計 66,66676,317142,98376,47166,51223.015,27577,613

当事業年度
(自平成18年

４月１日
至平成19年

３月31日)

建築 50,42867,763118,19266,04652,14518.5 9,64465,006

土木 16,08316,56832,65114,71317,93721.3 3,81813,942

計 66,51284,331150,84480,76070,08319.213,46378,948

 

③　売上高

イ　完成工事高

期別 区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

建築工事 6,665 53,144 59,809

土木工事 12,613 4,047 16,661

計 19,279 57,191 76,471

当事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

建築工事 5,854 60,191 66,046

土木工事 8,986 5,727 14,713

計 14,841 65,918 80,760

 

④　手持工事高（平成19年３月31日現在）

区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

建築工事 10,199 41,946 52,145

土木工事 13,201 4,736 17,937

計 23,400 46,682 70,083
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７【財政状態及び経営成績の分析】

（訂正前）

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

（省略）

(2）財政状態

　当事業年度においては、中期経営改善計画の実施に従い、財務体質の健全化を図ってまいり、平成19年１月に第１回無担

保転換社債型新株予約権付社債10億円を発行した。なお、４月には全額普通株式への転換が完了し、資本金及び資本準備金

に組み入れた。当事業年度末の資産合計は582億68万円（前事業年度比8.0％増）、負債合計は551億23百万円（前事業年度

比11.7％増）、資本合計は31億44百万円（前事業年度比32.2％減）、有利子負債残高（受取手形割引高、社債を含む）は、

135億88百万円（前事業年度比13.7％増）となった。

(3）経営成績

　当社の当事業年度の経営成績は、受注高については、建築工事の官公庁工事並びに民間工事がともに前年度より増加した

ことにより、843億31百万円（前事業年度比10.5％増）となり、売上高は、817億円（前事業年度比5.3％増）となった。

　損益面においては、売上高は増加したものの、価格競争の激化により、工事総利益が前事業年度より減少、11億20百万円の

営業損失となり、15億23百万円の経常損失となった。その結果、当期純利益は前事業年度よりわずかに増加したものの15億

37百万円の当期純損失となった。

（省略）

 

（訂正後）

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

（省略）

(2）財政状態

　当事業年度においては、中期経営改善計画の実施に従い、財務体質の健全化を図ってまいり、平成19年１月に第１回無担

保転換社債型新株予約権付社債10億円を発行した。なお、４月には全額普通株式への転換が完了し、資本金及び資本準備金

に組み入れた。当事業年度末の資産合計は582億77万円（前事業年度比7.8％増）、負債合計は551億31百万円（前事業年度

比11.7％増）、純資産合計は31億46百万円（前事業年度比33.4％減）、有利子負債残高（受取手形割引高、社債を含む）

は、135億88百万円（前事業年度比13.7％増）となった。

(3）経営成績

　当社の当事業年度の経営成績は、受注高については、建築工事の官公庁工事並びに民間工事がともに前年度より増加した

ことにより、843億31百万円（前事業年度比10.5％増）となり、売上高は、816億円（前事業年度比5.0％増）となった。

　損益面においては、売上高は増加したものの、価格競争の激化により、工事総利益が前事業年度より減少、12億７百万円の

営業損失となり、16億10百万円の経常損失となった。その結果、当期純利益は前事業年度よりわずかに増加したものの16億

24百万円の当期純損失となった。

（省略）
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第５【経理の状況】
 

（訂正前）

（省略）

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年

度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人より監査を受けている。

　なお、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出しているが、訂正後の財務諸表

について、新日本監査法人より監査を受け、改めて、監査報告書を受領している。

（省略）

 

（訂正後）

（省略）

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年

度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人より監査を受けている。

　なお、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書の訂正報告書を提出しているが、訂正

後の財務諸表について、新日本監査法人より監査を受け、改めて、監査報告書を受領している。

（省略）
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

（訂正前）

  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

省略

３　完成工事未収入金   19,524,212  25,480,094 

流動資産合計   33,934,04062.9  39,778,23768.3

省略

Ⅱ　固定資産        

省略

資産合計   53,975,597100.0  58,268,087100.0

        

 

  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

省略

２　工事未払金 ※１  15,801,981  18,098,061 

省略

７　未成工事受入金   6,666,857  7,498,229 

省略

流動負債合計   36,563,31367.7  49,991,85185.8

負債合計   49,338,36191.4  55,123,29694.6
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）        

省略

１　当期未処分利益  885,505   ―   

利益剰余金合計   △885,505△1.6  ― ―

省略

資本合計   4,637,2368.6  ― ―

省略

負債・資本合計   53,975,597100.0  ― ―

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

省略

(1）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  ―   △2,382,367   

利益剰余金合計   ― ―  △2,382,367△4.1

省略

株主資本合計   ― ―  4,428,2297.6

省略

純資産合計   ― ―  3,144,7915.4

負債・純資産合計   ― ―  58,268,087100.0
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（訂正後）

  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

省略

３　完成工事未収入金   19,614,662  25,489,877 

流動資産合計   34,024,49062.9  39,788,01968.3

省略

Ⅱ　固定資産        

省略

資産合計   54,066,047100.0  58,277,869100.0

        

 

  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

省略

２　工事未払金 ※１  15,801,981  18,106,428 

省略

７　未成工事受入金   6,668,901  7,498,229 

省略

流動負債合計   36,565,35767.6  50,000,21785.8

負債合計   49,340,40591.3  55,131,66294.6
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）        

省略

１　当期未処理損失  797,098   ―   

利益剰余金合計   △797,098△1.5  ― ―

省略

資本合計   4,725,6428.7  ― ―

省略

負債・資本合計   54,066,047100.0  ― ―

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

省略

(1）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  ―   △2,380,951   

利益剰余金合計   ― ―  △2,380,951△4.1

省略

株主資本合計   ― ―  4,429,6447.5

省略

純資産合計   ― ―  3,146,2075.4

負債・純資産合計   ― ―  58,277,869100.0
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②【損益計算書】

（訂正前）

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　完成工事高  76,382,840   80,838,976   

２　不動産事業等売上高  1,206,71277,589,552100.0 861,69881,700,675100.0

Ⅱ　売上原価        

１　完成工事原価  72,107,363   78,899,134   

２　不動産事業等売上原価  1,083,33473,190,69794.3 718,57479,617,70997.5

売上総利益        

１　完成工事総利益  4,275,476   1,939,841   

２　不動産事業等総利益  123,3784,398,8555.7 143,1232,082,9652.5

省略

営業利益   1,094,0141.4  ― ―

営業損失   ― ―  1,120,112△1.4

省略

経常利益   694,2140.9  ― ―

経常損失   ― ―  1,523,332△1.9

省略

税引前当期純利益   453,5030.6    

税引前当期純損失   ― ―  1,497,764△1.9

法人税、住民税及び事業
税

 64,554   65,374   

法人税等調整額  278,187342,7410.5 △25,540 39,8330.0

当期純利益   110,7610.1  ― ―

当期純損失   ― ―  1,537,598△1.9

省略

当期未処理損失   885,505  ―  
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（訂正後）

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　完成工事高  76,471,246   80,760,352   

２　不動産事業等売上高  1,206,71277,677,959100.0 861,69881,622,050100.0

Ⅱ　売上原価        

１　完成工事原価  72,107,363   78,907,501   

２　不動産事業等売上原価  1,083,33473,190,69794.2 718,57479,626,07597.6

売上総利益        

１　完成工事総利益  4,363,883   1,852,851   

２　不動産事業等総利益  123,3784,487,2615.8 143,1231,995,9752.4

省略

営業利益   1,182,4201.5  ― ―

営業損失   ― ―  1,207,103△1.5

省略

経常利益   782,6211.0  ― ―

経常損失   ― ―  1,610,323△2.0

省略

税引前当期純利益   541,9090.7  ― ―

税引前当期純損失   ― ―  1,584,755△1.9

法人税、住民税及び事業
税

 64,554   65,374   

法人税等調整額  278,187342,7410.4 △25,540 39,8330.0

当期純利益   199,1670.3  ― ―

当期純損失   ― ―  1,624,589△2.0

省略

当期未処理損失   797,098  ―  
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完成工事原価報告書

（訂正前）

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

省略

Ⅲ　外注費  48,885,81367.6 50,106,84263.5

省略

計  72,107,363100.0 78,899,134100.0

      

　（注）　原価計算の方法は、個別原価計算である。

 

（訂正後）

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

省略

Ⅲ　外注費  48,885,81367.6 50,115,20863.5

省略

計  72,107,363100.0 78,907,501100.0

      

　（注）　原価計算の方法は、個別原価計算である。
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③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】

（訂正前）

  
前事業年度

（平成18年６月29日）
（株主総会決議）

 

区分
注記
番号

金額（千円）  

Ⅰ　当期未処理損失   885,505   

Ⅱ　次期繰越損失   885,505   

      

 

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（千円） 6,432,157 ― △885,505△17,4725,529,179

事業年度中の変動額      

省略

当期純損失 ― ― △1,537,598 ― △1,537,598

省略

事業年度中の変動額合計（千円） 199,999199,999 △1,496,862△4,087△1,100,950

平成19年３月31日残高（千円） 6,632,157199,999 △2,382,367△21,5604,428,229

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高（千円） 1,082,731△1,974,675△891,943 4,637,236

省略

当期純損失 ― ― ― △1,537,598

省略

事業年度中の変動額合計（千円） △350,758 △40,735 △391,493△1,492,444

平成19年３月31日残高（千円） 731,973△2,015,411△1,283,4373,144,791
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（訂正後）

  
前事業年度

（平成18年６月29日）
（株主総会決議）

 

区分
注記
番号

金額（千円）  

Ⅰ　当期未処理損失   797,098   

Ⅱ　次期繰越損失   797,098   

      

 

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（千円） 6,432,157 ― △797,098△17,4725,617,585

事業年度中の変動額      

省略

当期純損失 ― ― △1,624,589 ― △1,624,589

省略

事業年度中の変動額合計（千円） 199,999199,999 △1,583,853△4,087△1,187,941

平成19年３月31日残高（千円） 6,632,157199,999 △2,380,951△21,5604,429,644

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高（千円） 1,082,731△1,974,675△891,943 4,725,642

省略

当期純損失 ― ― ― △1,624,589

省略

事業年度中の変動額合計（千円） △350,758 △40,735 △391,493△1,579,435

平成19年３月31日残高（千円） 731,973△2,015,411△1,283,4373,146,207
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④【キャッシュ・フロー計算書】

（訂正前）

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税引前当期純利益  453,503 △1,497,764

省略

22　売上債権の増減額（増加：△）  151,840 △8,665,088

省略

25　仕入債務の増減額（減少：△）  350,048 3,327,787

26　未成工事受入金の増減額（減少：△）  △4,812,368 831,371

 

（訂正後）

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税引前当期純利益  541,909 △1,584,755

省略

22　売上債権の増減額（増加：△）  61,390 △8,584,420

省略

25　仕入債務の増減額（減少：△）  350,048 3,336,154

26　未成工事受入金の増減額（減少：△）  △4,810,324 829,328
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

（訂正前）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

――――― 　当社は、平成19年12月３日に大阪支店において不適切な

原価処理が行われていたことが判明したことを受けて、

この不適切な処理内容について厳正な調査を行い、公表

済財務諸表（中間を含む）の記載内容について見直しを

行った。

　これにより、平成19年３月期においては、完成工事総利

益が大幅に減少し、多額の営業損失（1,120,112千円）、

経常損失（1,523,332千円）、及び、当期純損失（

1,537,598千円）を計上することとなり、利益剰余金が多

額のマイナスとなった。また、重要なマイナスの営業

キャッシュ・フロー（2,988,708千円）を計上している。

 （省略）

 

（訂正後）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

――――― 　当社は、平成19年12月３日に大阪支店において不適切な

原価処理が行われていたことが判明したことを受けて、

この不適切な処理内容について厳正な調査を行い、公表

済財務諸表（中間を含む）の記載内容について見直しを

行った。

　これにより、平成19年３月期においては、完成工事総利

益が大幅に減少し、多額の営業損失（1,207,103千円）、

経常損失（1,610,323千円）、及び、当期純損失（

1,624,589千円）を計上することとなり、利益剰余金が多

額のマイナスとなった。また、重要なマイナスの営業

キャッシュ・フロー（2,988,708千円）を計上している。

 （省略）
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重要な会計方針

（訂正前）

 
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

６．完成工事高の計上基

準

　請負金額１億円以上の長期工事（工期１

年以上）については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用し

ている。なお、工事進行基準による完成工事

高は20,701,212千円、完成工事総利益は

432,538千円である。

　請負金額１億円以上の長期工事（工期１

年以上）については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用し

ている。なお、工事進行基準による完成工事

高は39,667,466千円、完成工事総利益は△

47,380千円である。

 

（訂正後）

 
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

６．完成工事高の計上基

準

　請負金額１億円以上の長期工事（工期１

年以上）については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用し

ている。なお、工事進行基準による完成工事

高は20,789,619千円、完成工事総利益は

520,944千円である。

　請負金額１億円以上の長期工事（工期１

年以上）については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用し

ている。なお、工事進行基準による完成工事

高は39,588,842千円、完成工事総利益は△

130,671千円である。
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会計方針の変更

（訂正前）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

―――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

 　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用している。従来の資本の部の合

計に相当する金額は、3,144,791千円である。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。

 

（訂正後）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

―――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

 　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用している。従来の資本の部の合

計に相当する金額は、3,146,207千円である。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。

 

注記事項

（貸借対照表関係）

（訂正前）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

９　資本の欠損の額は902,977千円である。 ――――

 

（訂正後）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

９　資本の欠損の額は814,571千円である。 ――――
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（税効果会計関係）

（訂正前）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 2,077,342千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,925,274 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

831,272
 

減損損失 369,471 

工事損失引当金 99,339 

税務上の繰越欠損金 3,235,756 

その他 586,277 

繰延税金資産小計 9,124,733 

評価性引当額 △9,124,733 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債   

前払年金費用 △73,979 

その他有価証券評価差額金 △733,932 

繰延税金負債合計 △807,911 

繰延税金資産（負債）の純額 △807,911 

　

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 1,520,930千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,238,516 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

845,084
 

減損損失 212,699 

工事損失引当金 362,141 

税務上の繰越欠損金 3,931,999 

その他 549,789 

繰延税金資産小計 9,661,162 

評価性引当額 △9,661,162 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債   

前払年金費用 △76,052 

その他有価証券評価差額金 △490,504 

繰延税金負債合計 △566,556 

繰延税金資産（負債）の純額 △566,556 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 29.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5 

住民税均等割等 11.4 

評価性引当金 55.2 

土地再評価差額金の取崩 △58.4 

その他 △1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 75.6 

　

　税引前当期純損失のため記載していない。
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（訂正後）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 2,077,342千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,925,274 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

831,272
 

減損損失 369,471 

工事損失引当金 99,339 

税務上の繰越欠損金 3,200,040 

その他 586,277 

繰延税金資産小計 9,089,017 

評価性引当額 △9,089,017 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債   

前払年金費用 △73,979 

その他有価証券評価差額金 △733,932 

繰延税金負債合計 △807,911 

繰延税金資産（負債）の純額 △807,911 

　

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 1,520,930千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,238,516 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

845,084
 

減損損失 212,699 

工事損失引当金 362,141 

税務上の繰越欠損金 3,931,427 

その他 549,789 

繰延税金資産小計 9,660,590 

評価性引当額 △9,660,590 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債   

前払年金費用 △76,052 

その他有価証券評価差額金 △490,504 

繰延税金負債合計 △566,556 

繰延税金資産（負債）の純額 △566,556 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 25.0 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.2 

住民税均等割等 9.5 

評価性引当金 39.6 

土地再評価差額金の取崩 △48.9 

その他 △1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.2 

　

　税引前当期純損失のため記載していない。

 

EDINET提出書類

真柄建設株式会社(E00096)

訂正有価証券報告書

24/30



（１株当たり情報）

（訂正前）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 

１株当たり純資産額 △166.88円

１株当たり当期純利益 2.51円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

0.81円

　

 

１株当たり純資産額 △191.62円

１株当たり当期純利益 34.69円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額は、１株当たり当
期純損失が計上され
ているため、記載し
ていない。

　

省略

 

 
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり当期純利益    

当期純利益 （千円） 110,761 △1,537,598

省略

普通株式に係る当期純利益 （千円） 110,761 △1,537,598

省略

 

　（注）２　１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度末

（平成18年３月31日）
当事業年度末

（平成19年３月31日）

純資産の部の合計額 （千円） ――― 3,144,791

省略

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） ――― △8,855,208

省略
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（訂正後）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 

１株当たり純資産額 △164.88円

１株当たり当期純利益 4.51円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

1.45円

　

 

１株当たり純資産額 △191.58円

１株当たり当期純利益 36.65円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額は、１株当たり当
期純損失が計上され
ているため、記載し
ていない。

　

省略

 

 
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり当期純利益    

当期純利益 （千円） 199,167 △1,624,589

省略

普通株式に係る当期純利益 （千円） 199,167 △1,624,589

省略

 

　（注）２　１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度末

（平成18年３月31日）
当事業年度末

（平成19年３月31日）

純資産の部の合計額 （千円） ――― 3,146,207

省略

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） ――― △8,853,792

省略
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（２）【主な資産及び負債の内容】

(1）資産の部

(ハ）完成工事未収入金

（訂正前）

(a）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

その他 21,550,123

計 25,480,094

 

(b）滞留状況

発生時
完成工事未収入金

完成工事 不動産事業等 計

平成19年３月期計上額
（千円）

24,300,588 6,441 24,307,030

計 25,471,691 8,403 25,480,094

 

（訂正後）

(a）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

その他 21,559,905

計 25,489,877

 

(b）滞留状況

発生時
完成工事未収入金

完成工事 不動産事業等 計

平成19年３月期計上額
（千円）

24,310,370 6,441 24,316,812

計 25,481,473 8,403 25,489,877
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(2）負債の部

(ロ）工事未払金

（訂正前）

相手先 金額（千円）

その他 16,157,585

計 18,098,061

 

（訂正後）

相手先 金額（千円）

その他 16,165,952

計 18,106,428

 

(ハ）未成工事受入金

（訂正前）

期首残高（千円） 当期受入額（千円）
完成工事高への振替額

（千円）
期末残高（千円）

6,666,857 53,771,543 52,940,171 7,498,229

 

（訂正後）

期首残高（千円） 当期受入額（千円）
完成工事高への振替額

（千円）
期末残高（千円）

6,668,901 53,771,543 52,942,215 7,498,229
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

 平成20年５月26日

真 柄 建 設 株 式 会 社  

 取 締 役 会　　御 中 

 

 新 日 本 監 査 法 人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　村　　啓　　三

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　久　　　　　彰

 

 

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている真柄

建設株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第64期事業年度の訂正報告書の訂正報告書の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、真柄建設

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

(1）有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、大阪支店において、過年度にわたり、工事の

原価を他の工事の原価に付け替えするなどの不適切な原価処理が行われていたことが判明し、会社は財務諸表

を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について再度監査を行った。この訂正の結果、損益計算書に与

える影響は、売上高が451,815千円減少し、売上原価が349,149千円増加したことにより、営業利益、経常利益及び

当期純利益がそれぞれ800,965千円減少している。また、貸借対照表に与える主な影響は、流動資産が110,342千

円減少し、流動負債が777,967千円増加し、資本合計が888,310千円減少している。

(2）重要な会計方針に記載されているとおり、会社は工事進行基準を適用する長期大型工事の範囲を変更した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

 平成20年５月26日

真 柄 建 設 株 式 会 社  

 取 締 役 会　　御 中 

 

 新 日 本 監 査 法 人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　村　　啓　　三

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　久　　　　　彰

 

 

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている真柄

建設株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第65期事業年度の訂正報告書の訂正報告書の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、真柄建設

株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

(1）有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、大阪支店において、過年度にわたり、工事の

原価を他の工事の原価に付け替えするなどの不適切な原価処理が行われていたことが判明し、会社は財務諸表

を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について再度監査を行った。この訂正の結果、損益計算書に与

える影響は、売上高が1,968,347千円減少し、売上原価が564,109千円増加したことにより、営業利益及び経常利

益がそれぞれ2,532,456千円減少し、当期純利益が2,541,064千円減少している。また、貸借対照表に与える主な

影響は、流動資産が2,392,539千円減少し、流動負債が1,036,835千円増加し、純資産合計が3,429,374千円減少し

ている。

(2）継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は大阪支店における不適切な原価処理の判明を受けて公表

済財務諸表の記載内容の見直しを行った結果、完成工事総利益が大幅に減少し、多額の損失と利益剰余金のマイ

ナスを計上するとともに、重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上した。その結果、平成16年10月に会

社が策定した「中期経営改善計画」の達成が困難な状況になり、資金繰りへの影響が懸念され、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する今後の経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

(3）重要な後発事象に記載されているとおり、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債につき、平成19年４月３日

をもって株式への転換が全額完了した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。

 

EDINET提出書類

真柄建設株式会社(E00096)

訂正有価証券報告書

30/30


	表紙
	本文
	１有価証券報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第１企業の概況


	１主要な経営指標等の推移
	第２事業の状況

	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	７財政状態及び経営成績の分析
	第５経理の状況

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書及び株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書

	（２）主な資産及び負債の内容

	監査報告書

